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１．問題‒
平成 11(1999)年告示，平成 15 年より実施の学
習指導要領で新設された教科「情報」は，その後平
成 21 年告示の学習指導要領(文部科学省, 2009)で
初めての改訂を受けた．これが現行のカリキュラム
になっている． 
カリキュラム検討はその後も継続的に行われ，
教育課程部会教育課程企画特別部会が平成 27 年 1
月より教育課程について検討している．そして，同
部会は本年(2016年)8月1日にこれまでの審議をま
とめた「次期学習指導要領に向けたこれまでの審議
のまとめ(素案)のポイント」(以下，「ポイント」)
を発表し，次期学習指導要領の骨格が明らかになっ
てきた．本稿はそれを受け，次期学習指導要領の特
徴と，その改変に伴う情報科の変化についてまとめ，
今後の中等教育における情報教育のあり方と問題
について整理しようとするものである． 
２．「審議のまとめ」の方向性‒
前述した「審議のまとめ」は全 17 ページほどの
短い文書である．しかし，今回の改訂がかなり大が
かりな改訂であることを示すものとなっている． 
「改訂の基本方針」では，学習指導要領全体を
「何を学ぶか」・「何ができるようになるか」・「どの
ように学ぶか」という観点から整理している．そし
て，そのうち学習内容(何を学ぶか)は削減を行わな
いことを明言し，その一方で学び方(どのように学
ぶか)，学習の成果(何ができるようになるか)をそれ
と対比する形で明示している．この，「何ができる
ようになり」・「どのように学ぶか」ということを明
示して学習指導要領の総則を書き直すことは全体
を完全に書き直すことになるが，そのような抜本的
な改善をうたっているのが特徴である．  
また，文書の中では「社会に開かれた教育課
程」・「学びの地図」・「主体的・対話的で深い学び」・
「カリキュラムマネジメント」などがハイライトさ
れたキーワードとなっている．さらに「新しい時代
に必要となる資質・能力の育成と，学習評価の充実」
もうたわれている．これら全体として，エビデンス
を重視しつつ，教えることから学ぶことへと視点を
変化させているものになっている．この方向性は， 
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この間の教育における議論が比較的そのままの形
で反映されたものと言ってよかろう． 
 
３．情報科における変化‒
 
情報科については，科目設定とプログラミング
教育の重視という 2 点が大きな変化として注目さ
れる． 
科目設定としては，現行の「情報の科学」・「社
会と情報」の 2 科目体制から，「問題の発見・解決
に向けて，事象を情報とその結び付きの視点から捉
え，情報技術を適切かつ効果的に活用する力を全て
の生徒に育む」科目である「情報 I」(仮称)と，「『情
報 I』の基礎の上に，情報システムや多様なデータ
を適切かつ効果的に活用する力や，情報コンテンツ
を創造する力を育む」科目である「情報 II」(仮称)
を設定するとしている． 
この科目設定は，情報科の変化を推し進めよう
とする方向の設定と考えられる．前回の平成 21 年
改訂では，情報科創設時の「情報 A」・「情報 B」・「情
報 C」の 3 科目体制を改め，「情報の科学」と「社
会と情報」の 2 科目とした．このとき，中央教育審
議会初等中等教育分科会教育課程部会家庭，技術・
家庭，情報専門部会は普通教科「情報」の現状と課
題，改善の方向性として「普通教科「情報」の学習
については、情報機器・情報通信ネットワークやソ
フトウェア等の操作の方法等、情報技術の習得に重
点を置いた指導に多くの時間が割かれている傾向
が見られ、情報を加工、創造等する際に用いるメデ
ィアの役割や特性を踏まえた、情報をコミュニケー
ションなどに活用する力や情報の主体的な選択、処
理、発信や問題の発見、解決に欠かせない創造的思
考力や合理的判断力の育成に係わる指導が必ずし
も十分とはいえないとの指摘がある」と指摘したが，
この指摘に対応したものと考えられる．平たく言え
ば，情報科の運営の現状が当初の目標(情報化の進
展に対応した初等中等教育における情報教育の推
進等に関する調査研究協力者会議，1997)として設
定した 3 点，「情報活用の実践力」・「情報の科学的
な理解」・「情報社会に参画する態度」から離れ，単
なるパソコン教室化していることを問題視したの
である．実態として，「情報活用の実践力」を主に
扱う情報 A のみが開講されている高等学校が非常
に多いこともあり，そのような開講形態を改めるべ
く情報 A に当たる科目をなくしたものと考えられ
る． 
しかし，前回改訂では「情報の科学」と「社会
と情報」のいずれかの選択履修とされた．今回の改
訂ではこれを内容の深度によって I, II と分けたこ
と，そして情報 I においても「全ての高校生がプロ
グラミングによりコンピュータを活用する力を身
に付けられるようにする」としている．プログラミ
ング教育については，小学校段階から記述があるの
も，今回の改訂でこれが重視されていることを示し
ている． 
 
４．今後の現場の対応と問題点‒
 
では，このような学習指導要領の変化は，現場
にどのような変化をもたらし，何が問題となるであ
ろうか．筆者の経験(教育実習巡回時に各校の情報
科教員と接した経験・筆者の指導学生であった現職
教員からの聞き取り)の範囲で考えてみる． 
アクティブラーニングの重視は，情報科にはほ
とんど影響を与えないであろう．情報科はその設立
時の趣旨から，既にアクティブラーニング的な要素
を色濃くもった科目であったからである．実習を
1/2 以上の時間で行うこと，という旧情報 A での規
定がほとんど不要なほど，情報科はほとんど常にコ
ンピュータ教室で開講され，コンピュータが毎回起
動されている．コンピュータが起動していればすな
わちアクティブラーニングということにはもちろ
んならないが，少なくとも外からの変更の圧力はほ
とんどないことが予想される． 
カリキュラムマネジメントや何ができるように
なるかということの設定は，各学校で行う作業とな
ろう．しかしこれも，実際に現状行われている課題
を順次充当していくところから始める作業となり，
大きな問題とはならないだろう． 
問題は科目の編成とプログラミング教育にある
だろう．現行の学習指導要領ではプログラミング教
育に関して，情報の科学の「問題解決とコンピュー
タの活用」の中で，「学校や生徒の実態に応じて， 
適切なアプリケーションソフトウェアやプログ
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タの活用」の中で，「学校や生徒の実態に応じて， 
適切なアプリケーションソフトウェアやプログ
ラム言語を選択すること」という注釈のもと，アル
ゴリズムやシミュレーションの理解に資するよう
なプログラミング教育が求められている．しかし，
教科書ではこれらは，表計算ソフト上のマクロ言語
や JavaScript などでのプログラム例が載っている
に過ぎない．つまり，アルゴリズムやシミュレーシ
ョンがどのようなものかを理解する範囲での話で
ある．一方，プログラムを実際に書くに当たっては，
かなりの量の初期的な知識が必要になる．その中に
は汎用的でないもの(例えば，データ配列の扱い)，
環境に依存するものなども含まれるが，実際にプロ
グラミングによってコンピュータを活用するに当
たってはそのようなことをクリアしなければなら
ない．これは現実に教育を展開する際にかなり教員
の負担となることが考えられる． 
また，現実的に高度なプログラミング教育に対
応ができる教員がそれほど多くないことも懸念さ
れる．中山ら(2016)の調査によれば，情報科は臨時
免許状や免許外教科担任が多用されている教科で
ある．公文書公開手続きによって得たデータをまと
めたところ，26 都道府県と 18 政令市の合計で，
3246 人中 1138 人(35.1%)が特別免許・臨時免許・
免許外教科担任になっている．3 人に 1 人以上が普
通免許を持っていない現状で，高度なプログラミン
グ教育ができるとはあまり考えられないだろう． 
さらにいえば，近年見られるのが，生徒のコン
ピュータ離れである．タブレット端末や携帯電話が
普及・高性能化した結果，本学ですら，MS-Office
が使えて当然と考える学生が減ってきている(情報
科教育法履修者に対する調査より)．この変化は当
然，一般の高等学校でもより甚だしく生じるであろ
う．すると，同じ時間の枠内でプログラミング教育
まで行うことがますます難しくなることは間違い
のないところである． 
以上見たような環境において，高度なプログラ
ミング教育をどのように支援するのか，それが今後
の情報教育，及び情報科教員育成上の問題となるで
あろう．それについてまだ具体的な方法は見えない
が，今後検討が必要になるであろう． 
また，「ポイント」では触れていないが，デジタ
ル端末の今後の普及，デジタル教科書の利用は今後
の情報科を大きく変えていくであろう．それはまだ
学習指導要領改訂の文脈では現れていないが，今後
の扱いについて注目しなければならないであろう． 
 
５．まとめ‒

学習指導要領の改訂を前に，次期学習指導要領
のもとでの情報科の問題を，その現状と比較する中
で挙げてきた．その結果，現時点での最大の問題は，
今後重視されるプログラミング教育に対応できる
教員の能力開発及び育成，そして今後導入されるで
あろう情報端末やデジタル教科書への対応である
ことが論じられた．これらが本学における情報科教
員養成に置いて，今後重視していかなければならな
い点である．
最後に，プログラミング教育の重視は，現政府
の高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（Ｉ
Ｔ総合戦略本部）の方針と軌を一にしていることは
容易に想像される．確かに，今後 ,7技術の進歩が
今まで以上に加速されることは間違いない．ただ，
それが中等教育とダイレクトにつながるべきかど
うかはまた別な問題である．この点についても，今
後検討が必要であろう．

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